
１．はじめに

　本調査研究の目的はタイ国の首都バンコクおよ
びその近郊にあるタイ国系企業、日系企業および
米国系企業で働いているタイ国人従業員に対する
動機付け要因のそれぞれについてどれぐらい満足
しているかを明らかにし、比較することにあ
る。ⅰこれらの要因を比較検討することによって、
日系企業の強い点と弱い点が明らかになり、弱い
点を補強することによって従業員の ‘ やる気 ʼ を
高めることができるからである。
　ところで日本の企業は長期にわたる円高の影響
で国際競争力が低下し、また少子化に伴う労働力
人口の減少などもあって製造拠点を海外に移した
り、子会社を設立したりする動きが活発である。

国際協力銀行（ＪＢＩＣ）の調査ⅱによれば日本
の企業が具体的な事業計画を持っている有望な国
として挙げているのは 2012 年度調査で、韓国が
1位、中国が2位で、3位は台湾と並んでタイ国
である。また日本よりも収益力が高い国として揚
げているのはタイ国が1位で、2位中国、3位は
インドネシアである。このような理由により、日
本の企業のタイ国への直接投資は急増している。
タイ国政府は外国からの直接投資を「外国資本
10％以上」と定義し、その許認可権をタイ投資委
員会（ＢＯＩ）に委ねている。その投資委員会の
調べ ⅲによれば、日本の直接投資件数は 2011 年
に 484 件であったが、2012 年には 761 件にのぼり、
その増加率は 1.57 倍であった。
　タイ国への直接投資の増加は日本だけにとどま
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るものではない。シンガポールや台湾、韓国など
アジア地域からの直接投資も急増している。また
欧米諸国のうちでは、米国の積極投資が目立ち、
ドイツを抜いてトップに立った。米国のタイ国に
対する投資件数は 2011 年には 28 件にとどまっ
たが、2012 年には 49 件と 1.75 倍にふえている。
こうした外資系企業の増加による競争激化の中で
タイ国で優秀な従業員を長期にわたって確保し続
けるには、日本企業がタイ国の従業員にモティ
ベーションを高くして働ける場を提供できるかど
うかにかかっている。

２．調査研究の基礎

この調査研究の基礎となっているのは人間関
係学派のマズロー（A. H. Maslow）の欲求階層
説とハーツバーグ（Frederic Herzberg）の2要
因理論、およびハックマン（J. R. Hackman）とオー
ルドハム（Greg Oldham）のジョブ・キャラク
タリスティク・モデルである。

マズローの唱えた欲求階層説は人間には低次
元の欲求から高次元の欲求に向けて「生理的欲
求」、「安定・安全の欲求」、「社会的欲求」、「尊厳
の欲求」、「自己実現の欲求」という5段階の欲求
をもっており、低次元の欲求が満たされなければ
高次元の欲求を満たそうという意欲は湧かないと
いうものである。例えば衣食住など生存に関する
欲求が満たされない限り、他のより高次元の欲求、
例えば友人を作り親しく交流することなどへの欲
求（社会的欲求）は高まらないとしている。ⅳ

ハーツバーグは米国のピッツバーグ周辺にあ
る企業から選んだ約 200 人のエンジニアと経理事
務員を対象に次の質問に答えるよう求めた。「現
在の仕事でも過去のどんな仕事でも良いから、あ
なたの仕事についてとくに好ましいと感じたと
き、あるいはとくに不愉快に感じたときについて
考え、何があったのか言ってください」ⅴハーツ
バーグはこの質問とこれに続く一連の質問に対す
る答えによって、人々の欲求には2通りあり、そ
の2つは本質的に互いに独立しており、それぞれ
が人の行動に異なった作用を及ぼすとの結論を得
た。

　つまり、人々が不幸で職務に不満足であると報
告したとき、それは、その人の職務環境か職務状
況のせいであると考えた。また、これとは反対に
人々が幸福であるとか満足していると報告したと
き、それは仕事自体に関する好感かその職務内容
のせいであるとした。

そして、前者を「衛生要因」、後者を「動機付
け要因」と呼んだ。「衛生要因」は人間を取り巻
く環境から健康を守り、病気を予防するという医
療衛生の用語からとったもので、具体的には会社
の方針と管理、人間関係、監督の質、賃金、身分、
安全、職務の保証などがこれに含まれている。衛
生要因が従業員にとって容認できないほど悪化す
れば不満が高まるが、これらの要因の向上に積極
的になっても、従業員の満足を大いに高めること
には繋がらない。

一方、動機付け要因はたとえば仕事の達成、や
り甲斐のある仕事、重い責任、成長と発展などと
関係し、個人の心理的成長を促し、自己実現を満
たし動機づけに直接貢献する。こうしたハーズ
バーグの理論に対して、ハーシーとブランチャー
ド（H. Hersey and K.H. Blanchard）はその著、
Management of Organizational Behavior, 邦 訳

『行動科学の展開』の中で次のように批判してい
る。ⅵ

ハーツバーグのいう衛生要因を充足するには
人間が持つ「生理的欲求」、「安定 ･ 安全の欲求」、

「社会的欲求」を充足させることが必要である。
すなわち「生理的欲求」を満たすには「賃金」の
支払いが、「安定・安全の欲求」が満たされるに
は「身分、安全、職務の保証」などが満たされな
くてはならず、また「社会的欲求」が充足される
には「会社の方針と管理」「人間関係」や「監督
の質」が満足のいくものでなくてはならない。

またハーズバーグのいう「動機付け要因」の充
足にはマズローのいう「尊厳の欲求」、「自己実現
の欲求」の充足が必要だとしている。そして「尊
厳の欲求」を充足させるものとして「達成を認め
ること」、「チャレンジングな仕事」、「責任の増大」
などの要因を挙げ、さらに「自己実現の欲求」を
充足させるものとして「達成」、「成長と成熟」を
挙げている。
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　動機付け要因を職務内容に求めた研究者にハッ
クマンとオールドハムがいる。彼らは人間の本質
的なモティベーションは人が仕事に集中している
ときにのみ生じるという。なぜならば前向きの内
的な感情は外的な要因（報奨金や上司からの賛辞）
よりもむしろ物事に対して積極的に取り組んでい
るときに生じるからであるという。彼等によれば
モティベーションは「仕事が意義深かったという
体験」、「仕事の結果に責任を持ったという体験」、

「仕事の結果に対する情報」という3つの体験か
ら得られるものであるとしている。「仕事が意義
深かったという体験」に影響を与えるのは①仕事
が多様なスキルを必要としていること、②仕事に
一貫性があること、③仕事そのものが重要である
ことである。「仕事の結果に責任を持ったという
体験」に影響を与えるものは④自己裁量権である。
また「仕事の結果に対する情報」に影響を与える
ものは⑤フィードバックである。①～⑤までの条
件を会社が多く整えれば従業員のモティベーショ
ンは高まるとしている。しかしジョブ・キャラク
タリスティクス・モデルが機能するためには人間
の基本的な欲求、すなわち⑥会社の方針と管理、
⑦人間関係、監督者の質、⑧賃金、⑨身分、安全
というハーツバークのいう衛生要因が満たされて
いることが前提となる。また従業員がすでに業務
に必要となる知識・熟練を兼ね備えていることも
前提になるとしている。ⅶ

　以上述べた理論を支える要因、たとえばマズ
ローの「生理的欲求」や「安定 ･ 安全の欲求」、ハー
ズバーグの「仕事の達成」や「やり甲斐のある仕
事」、ハックマンとオールドハムのジョブ・キャ
ラクタリステック・モデルから「スキルの多様性」
や「フィードバック」などを意味する質問を以下
のように独自に作成し、アンケート調査を行った。

1．今の会社で良い給料を得ることが出来る
2．私の給料は自分や家族を支えるのに十分なも

のである
3．企業はあなたの福祉向上に大いに係わる
4．自分のプライベートな生活を楽しむ十分な時

間がある
5．今の会社で仕事は保証されている

6．働いている場所は自分や家族にとって望まし
い

7．直属の上司と良い関係を築くことができる
8．私は会社の人間関係に満足している
9．私は職場の上司を尊敬する
10．私のここでの地位は他の人が私を尊敬するに

値するものである
11．私は会社で非常に重要な地位にあると思う
12．業務は個人の創造性や判断を必要とする
13．ひとたび始めた業務を完全に終える機会が得

られる
14. 自分が始めた仕事を完全に自分で終えること

が出来る
15. 今の業務を終わらせるのに十分な熟練と知識

を備えている
16. 会社で働くのに十分な熟練や知識を持ってい

ると思う
17. 業務は高度な熟練と複雑な熟練を必要とする
18. 業務に必要な熟練は反復的なものでも単純な

ものでもない
19. 業務は世間から見て非常に重要である
20. 業務の結果は私の周りの人だけでなく自分の

知らない人にも影響を与える
21. 自分でどの様に業務を遂行するかを独立して

自由に決定できる
22. 管理者たちはいつも私が業務遂行をよくやっ

ているかどうか手がかりをくれる 
23. 仕事の性質は私の業務遂行の良否の情報を与

えてくれる
24. 仕事そのものの性質が仕事を上手くこなして

いるか手がかりをあたえてくれる
25. 監督や同僚はいつも私にいかに仕事をしてい

るかについてフィードバックを与えてくれる

なお、各項目は満足度の調査として「まさに
そのとおりである」から「全く異なっている」ま
での7段階で評価する方法をとった。また調査方
法はタイ国の企業一覧の電話帳から無作為に抽出
し、電話を最初にとったタイ人従業員に対してア
ンケート調査を行う方法をとった。この調査はタ
イ国アサンプション大学の協力を得て 2013 年3
月 10 日から4月1日にかけて行った。
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３．データの分析

1）調査対象としたのは、タイ国の首都バンコク
市およびその近郊に所在するタイ国系、日系、米
国系のそれぞれの企業で働く従業員である。タイ
国系企業の従業員からは 421 名の回答があり、日
系企業は 102 名、米国系企業は 55 名であった。

2）回答者の属性を性、年齢、学歴、職種、職階
でみると表1～5の通りである。

ⅰ）性別

表‒1　性別

タイ国系の企業からは 419 名の従業員（経営者
を含む）の回答があり、性別の内訳では男子 86
名、女子 333 名、性別の質問に無回答の2名で、
有効回答者数に占める女子の割合は 79.5％で
あった。一方、日系企業の場合、102 名の従業員

（経営者を含まず）から回答があり、性別内訳は
男子 14 名、女子 88 名で回答者中に占める女子の
割合は 86.3％である。また米国系企業からは 55
名の回答があり、回答者中に占める女子の割合は
89.1％で最も高い。

ⅱ）年齢階層別

表‒2　年齢階層別

年齢階層を 20 歳代から 60 歳代まで5階層に区
分した場合、5階層を完全に満たしたのはタイ国
系企業だけである。日系企業は 60 歳代はなく、
50 歳代も 52 歳を最高にわずか4名にすぎない。
米国系企業も日系企業の場合とほぼ同じで、50
歳代は 50 歳と 53 歳のわずか2名である。

年齢階層別にその分布を見ると、タイ国系企業
の場合、20 歳代（1名は 18 歳）が 33.3％、30 歳
代が 42.0％、40 歳代が 16.9％、50 歳代が 6.7％、
60 歳代が 1.2％で、20 歳代と 30 歳代を合わせれば
75.3％と最も高い割合を示している。

日系企業の場合は、20 歳代（1名は 19 歳）が
37.3％、30 歳代 43.1%、40 歳代 15.7%、50 歳代 3.9%
で、20 歳代と 30 歳代を合わせると 80.4％となり、
タイ国系企業より若年の構成比が高い。

米国系企業は 20 歳代が 47.3%、30 歳代 32.7％、
40 歳代 16.4%、50 歳代 3.6％で、20 歳代と 30 歳
代を合わせると、80％で日本の場合とほぼ同じ構成
比である。

	 64	 国際関係学部研究年報（第35集）



ⅲ）学歴別

表‒3　学歴別

タイ国系企業、日系、米国系企業のいずれも、
大学卒従業員の割合が高いのが特徴である。タイ
国系企業の場合、有効回答者の 73.4％が大学卒
業者であり、日系企業、米国系企業のいずれも、
それぞれ 75.2％、75.9％である。さらに大学卒
に大学院などを出た高学歴者を加えると、タイ国
企業が 82.7％、日系企業が 87.1％、米国系企業
が 94.4％で米国系企業の高学歴化が目立ってい
る。

ⅳ）職種別

表‒4　職種別

職種は作業職、一般職、販売職、その他である
が、回答者のほとんどは一般職である。一般職の
有効回答者数に占める割合はタイ国企業の 93％
のほかは、日系企業 100％、米国系企業が 98.2%
である。

ⅴ）職位階層別

表‒5　職階別

タイ国系企業の場合、一般従業員から職長、係
長、課長、部長、取締役、社長まで7階層あるが、
有効回答者で最も多いのは一般従業員の 269 名
で、全体の 64.8％を占めている。ミドルクラス
では課長、部長の回答比率が割合に高く、両者合
わせて 24.6％、また取締役および社長が 5.6％で
ある。
　日系企業では、一般従業員の比率が 67.7％、
ミドルクラスでは部、課長が 26.3% で社長、取
締役の回答はゼロであった。
　米国系企業も一般従業員の比率が高く、68.5％
を占めた。部、課長クラスは 16.7％、職長、係
長クラスは 14.8％であった。これに対しタイ国
系企業、日系企業では職長、係長クラスの比率が
低く日本企業は 6.1％、タイ国系企業は 5.0％に
すぎなかった。またタイ国系企業だけが、社長、
取締役が回答している点も特徴である。
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４．設問に対する評価

１）欲求階層説に基づく設問と評価

表‒6　欲求階層説に基づく設問と評価ポイント

マズローの欲求階層説を基礎にした設問にタイ
国系、日系、米国系の各企業の従業員が回答した
のが表6である。
　生理的欲求の基礎である賃金についてみると
1.「今の会社で良い給料をとることができる」
と評価した人では米国系企業の評価の平均値が
5.64 と最も良かった。もっとも2.「私の給与は
自分や家族を支えるのに十分なものであった」と
答えた人はタイ国系企業に勤めている人が 5.34
で最も高く、次いで日系企業、米国系企業の順で
あった。
　安定・安全の欲求の場合、3.「企業はあなた
の福祉向上に係わる」、4.「自分のプライベート
な生活を楽しむ十分な時間がある」、5.「今の会
社で仕事は保証されている」のいずれの項目につ
いても、日系企業が最低であった。特に米国系企
業は「今の会社で仕事は保証されている」を除け
ば最も高い評価を得ている。

社会的欲求では6.「働いている場所は自分や
家族にとって望ましい」の項目で日系企業の評価
が最も低かった。その他の社会的欲求のいずれに
ついても日系企業はタイ国系企業に引き離されて
いる。
　尊厳の欲求では 10.「私のここでの地位は他の
人が私を尊敬するに値するものである」で日系企
業と米国系企業の回答者の評価の平均値はそれぞ

れ 5.54 と 5.55 でほぼ同じであったが、タイ系企
業は 5.36 で低かった。
　一方、11.「私は会社で非常に重要な地位にあ
ると思う」では、タイ国系企業（5.54）、日系企
業（5.49）、米国系企業（5.40）の順であった。
　自己実現は創造性を発揮したいという欲求で、
ここでの設問は 12.「業務は個人の創造性や判断
を必要とする」というものであった。これに対
する回答者の評価は米国系企業が 5.76 で最も
高く、次いで日系企業（5.67）、タイ国系企業

（5.65）の順であった。

２）二要因理論に基づく設問と評価

表‒7　二要因理論に基づく設問と評価ポイント

　ハーズバーグの2要因理論はすでに述べたよう
に衛生要因と動機付け要因の2つから成り立って
いるが、ここでは動機付け要因の中から「仕事
の達成」と「成長と発展の機会」について質問
を試みた。「仕事の達成」に関する設問の 13.「ひ
とたび始めた業務を完全に終える機会が得られ
る」ではタイ国系企業からの回答者の評価ポイン
トの平均値が最も高く（5.86）、次いで日系企業

（5.79）、米国系企業（5.71）の順であった。
14.「自分が始めた仕事を完全に自分で終えるこ
とが出来る」でも、タイ国系企業の平均値が最
も高く（6.25）、日系企業（6.01）、米国系企業

（5.93）がこれに続いた。
　「成長と発展の機会」では 15.「今の業務を終わ
らせるのに十分な熟練と知識を備えている」でも
タイ国系企業の平均値が高く（5.86）、日系企業

（5.78）、米国系企業（5.48）もそれなりに高い評
価を下したが、16.「会社で働くのに十分な熟練
や知識を持っていると思う」では米国系企業が
5.53 でトップ。日系企業は 5.38 で最低であった。
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３）ジョブ・キャラクタリスティック・モデルに�
　　基づく設問と評価

表‒8　ジョブ・キャラクタリスティック・モデル
に基づく設問と評価ポイント

ハックマンとオールドハムのモデルについては技
能の多様性、業務の重要性、自由裁量、フィード
バックの4つの分野についてみてみた。まず、技
能の多様性については 17.「業務は高度な熟練と複
雑な熟練を必要とする」で日系企業の評価が最も
高く（5.60）、米国系企業が最も低かった。（5.16）

18.「業務に必要な熟練は反復的なもので単純
なものではない」では米国系企業が 6.13 で最も
高く日系企業とタイ国系企業では差はほとんどな
かった。

業務の重要性では 19.「業務は世間からみて非
常に重要である」と 20.「業務の結果は私の周り
の人だけでなく自分の知らない人にも影響を与
える」の2つの設問のうち前者に対しては米国
系企業の評価が 5.95 で最も高く、タイ国系企業
が 5.91 でこれに続いたが、日系企業は引き離さ
れて 5.74 であった。後者の設問に対してはタイ
国系企業（5.97）と日系企業（5.94）で評価が高
く、米国系企業（5.81）の評価が低い。

自由裁量では 21.「自分でどの様に業務を遂行
するかを独立して自由に決定できる」の設問に対
して米国系企業が 5.85 で最も高く、次いで日系
企業（5.74）、タイ系企業が 5.56 の順であった。

フィードバックについては4つの質問項目を設
けた。まず 22.「管理者たちはいつも私が業務遂
行をよくやっているかどうか手がかりをくれる」
については米国系企業が（5.64）で最も高く、次
いでタイ国系企業（5.56）、日系企業（5.47）の

順であった。
23.「仕事の性質は私の業務遂行の良否の情報

を与えてくれる」では日系企業が最も低かったが
タイ国系企業、米国系企業との間にそれほど差は
なかった。しかし、24. 「仕事そのものの性質が仕
事を上手くこなしているか手がかりを与えてくれ
る」ではタイ国系企業（5.86）で最も高く、日系
企業は 5.63 と非常に低かった。23 と 24 は質問
項目が似ているが、24 の設問は仕事を上手くこ
なしていくための前向きの情報で、この点で日系
企業の劣りが目立った。25.「監督や同僚はいつ
も私にいかに仕事をしているかについてフィード
バックを与えてくれる」では、日系企業が 5.70
と最も高く、次いでタイ国系企業の 5.67、米国
系企業は 5.58 と最低の評価であった。

タイ国の従業員が評価した動機付け要因に関す
る項目で日系企業がタイ国系企業と米国系企業よ
りも低く評価されたものは欲求階層説に基づく項
目で安定 ･ 安全の欲求が2つ（4. 自分のプライ
ベートな生活を楽しむ十分な時間がある、5. 今
の会社で仕事は保証されている）、社会的欲求で
3つ（6. 働いている場所は自分や家族にとって
望ましい、7. 直属の上司と良い関係を築くこと
ができる、8. 私は会社の人間関係に満足してい
る）であった。

また2要因理論に基づく項目では成長と発展の
うち1項目（16. 会社で働くのに十分な熟練と知
識を持っていると思う）であった。ジョブ・キャ
ラクタリスティク・モデルでは業務の重要性の

（19.　業務は世間から見て非常に重要である）お
よびフィードバックの3項目の（22. 管理者たち
はいつも私が業務遂行をよくやっているかどうか
手がかりをくれる、23. 仕事の性質は私の業務遂
行の良否の情報を与えてくれる、24. 仕事そのも
のの性質が仕事を上手くこなしているか手がかり
を与えてくれる）であった。

５．結論

タイ国における企業間競争の激化は労働 ･ 雇用
環境に大きな変化をもたらしている。日本貿易振
興機構（ＪＥＴＲＯ）の報告ⅷによれば、2010 年
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11 月以降の失業率は1％を切る状態が続き、労
働需給が逼迫している。

一方、賃金の面では 2013 年1月に法定最低賃
金が全国一律に1日 300 バーツとなった。この結
果、国家経済社会開発庁（ＮＥＳＤＢ）は企業の
コストは 6.4％上昇し、特に零細企業では 17.8％
も上昇すると報告している。ⅸ

このように厳しい労働 ･ 雇用環境の下で、日本企
業が生き抜いていくためには、従業員のモティ
ベーションを高めることによって生産性を上げて
いくことが重要な課題となる。したがって日本企
業は、まず、タイ国系企業や米国系企業と比べて
劣っている次の主な点の改革を進める必要がある。

1．良好な人間関係の構築
組織はさまざまな価値観や目標をもった人た

ちが集まった “ るつぼ ” である。そこでは好悪の
感情が互いにぶつかり合い葛藤が渦巻いている。
このような状況の中でリーダーは組織の状況や組
織内の他のメンバーの性格、感情、欲求、部下や
他の従業員の置かれている立場などを自分自身と
の関係で敏感に感じ取り理解できる能力を備える
ことが必要である。　　

また、コミュニケーション能力も必要である。
情報の受け手の反応を把握しながら、伝達の方法
を調整していく。こうすれば、部下や他のメンバー
との間の良好な人間関係の構築に役立つ。

2．従業員に対する熟練や知識の付与
この調査では「業務は高度な熟練と複雑な熟練

を必要としている」と思っている人の平均値が高
いのに、「会社で働くのに十分な熟練や知識を持っ
ていると思っている」従業員の平均値は低かった。
つまり、従業員に与えられた業務は高度な熟練と
複雑な熟練を必要としているのに、従業員自身に
とってはそれを達成する能力が十分でないと評価
しているわけである。

この課題を解決するには、教育訓練体系を整備
し、教育 ･ 訓練、経験などを通じて従業員のスキ
ルを向上させることが必要である。

3．結果が見える仕事の構築
仕事をしていく上で、その結果がどうなったの

かという情報、つまりフィードバック情報は重要
である。仕事の結果が良かったのか悪かったのか
が不明では、従業員のモティベーションに大きな
影響を与えるからである。そのためには、仕事そ
のものが細切れではなく、ある程度まとまって結
果が見えるものであることが大切である。

タイ国は日本企業の海外進出の最も重要な拠
点であり、ここでモティベーションを高めること
が出来なければ優秀な人材を日系企業にひきつけ
ることは容易ではないと思われる。したがってタ
イ国系企業や米国系企業よりも低く評価された項
目については早急にマネジメントを改善していく
ことが重要である。この調査結果はそのことを表
している。

ⅰ ここで言うタイ国系企業とは純粋なタイ国資
本の企業、日本系企業および米国系企業は
10％以上の日本資本および米国資本がそれぞ
れに入ったタイ国で活躍する企業
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